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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

の耐震評価方針に基づき，下位クラス施設であるタービン補機冷却系熱交換器（Ｃクラス施

設）が基準地震動Ｓｓによる地震力対して十分な構造強度を有していることを確認すること

で，隣接している上位クラス施設である原子炉補機海水系配管（放水配管）に対して，波及的

影響を及ぼさないことを説明するものである。 

2. 一般事項

2.1 配置概要 

タービン補機冷却系熱交換器は，タービン建物地下 1階に設置されている。タービン補機

冷却系熱交換器は，図 2－1の位置関係図に示すように，上位クラス施設である原子炉補機海

水系配管（放水配管）に隣接していることから，地震時に本機器が転倒した場合は原子炉補

機海水系配管（放水配管）に対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

図 2－1 タービン補機冷却系熱交換器と上位クラス施設の位置関係図 

2.2 構造計画 

タービン補機冷却系熱交換器の構造計画を表 2－1及び表 2－2に示す。
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表 2－1 構造計画（その 1） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴を当板を介し

て 2 個の脚で支

持し，脚を基礎

ボルトで基礎に

据え付ける。 

第１脚（固定

脚）は脚底板と

溶接した耐震補

強サポートを介

して追設基礎ボ

ルトで床面に固

定する。 

横置直管式（横

置一胴円筒形容

器） 
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表 2－2 構造計画（その 2） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴を当板を介し

て 2 個の脚で支

持し，脚を基礎

ボルトで基礎に

据え付ける。 

第１脚（固定

脚）は脚底板と

溶接した耐震補

強サポートを介

して追設基礎ボ

ルトで床面に固

定する。 

横置直管式（横

置一胴円筒形容

器） 
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2.3 評価方針 

タービン補機冷却系熱交換器の応力評価は，Ⅳ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある

下位クラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づ

き，「2.2 構造計画」にて示すタービン補機冷却系熱交換器の部位を踏まえ「3. 評価部

位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力

による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認する

ことで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

タービン補機冷却系熱交換器の耐震評価フローを図 2－2に示す。

図 2－2 タービン補機冷却系熱交換器の耐震評価フロー 

計算モデル設定 

理論式による固有値解析 

地震時における応力 

タービン補機冷却系熱交換器の構造強度評価

設計用地震力 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａａ 追設基礎ボルトの断面積 mm2 

Ａｂ 第1脚の基礎ボルトの断面積 mm2 

Ａｃ 第2脚の基礎ボルトの断面積 mm2 

Ａｓ 第1脚の断面積 mm2 

Ａｓ１ 第1脚の長手方向に対する有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ２ 第1脚の横方向に対する有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ３ 第1脚の長手方向に対するせん断断面積 mm2 

Ａｓ４ 第1脚の横方向に対するせん断断面積 mm2 

ａ 第1脚底板の長手方向幅 mm 

ｂ 第1脚底板の横方向幅 mm 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄａ 追設基礎ボルトの呼び径 mm 

ｄｂ 第1脚の基礎ボルトの呼び径 mm 

ｄｃ 第2脚の基礎ボルトの呼び径 mm 

ｄ１ 第2脚底板端面から基礎ボルト中心までの長手方向の距離 mm 

ｄ２ 第2脚底板端面から基礎ボルト中心までの横方向の距離 mm 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｃｂ 横方向地震により第1脚の基礎ボルトに発生する引張力 N 

Ｆｃａ 横方向地震により第1脚の追設基礎ボルトに発生する引張力 N 

Ｆｃｃ 横方向地震により第2脚の基礎ボルトに発生する引張力 N 

Ｆｃｉ 横方向転倒における第1脚の基礎ボルト及び追設基礎ボルトの列

に発生する引張力（ｉ＝1，2，3･･･Ｎｃ） 

N 

Ｆａ 長手方向地震により追設基礎ボルトに発生する引張力 N 

Ｆｂ 長手方向地震により第1脚の基礎ボルトに発生する引張力 N 

Ｆｉ 長手方向転倒における第1脚の基礎ボルト及び追設基礎ボルトの

列に発生する引張力（ｉ＝1，2，3･･･Ｎ） 

N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける第1脚の基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｓｂａ せん断力のみを受ける追設基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｓｂｃ せん断力のみを受ける第2脚の基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける第1脚の基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｏａ 引張力のみを受ける追設基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｏｃ 引張力のみを受ける第2脚のボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｍ 脚の許容引張応力 MPa 

   

   

   

＊ 
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記号 記号の説明 単位 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける第1脚の基礎ボルトの許容引張

応力（許容組合せ応力） 

MPa 

ƒｔｓａ 引張力とせん断力を同時に受ける追設基礎ボルトの許容引張応

力（許容組合せ応力） 

MPa 

ƒｔｓｃ 引張力とせん断力を同時に受ける第2脚の基礎ボルトの許容引張

応力（許容組合せ応力） 

MPa 

Ｇｓ 脚のせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ１ 基礎から第1脚の胴付け根部までの高さ mm 

ｈ２ 基礎から胴の中心までの高さ mm 

Ｉｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント mm4 

Ｉｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面二次モーメント mm4 

ｊ１ 荷重分布で分割する荷重の数 ― 

Ｋｃ 第1脚のばね定数（胴の横方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋ 第1脚のばね定数（胴の長手方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋｖ 第1脚のばね定数（胴に鉛直力が作用する場合） N/m 

０ 脚中心間距離 mm 
ｃａ 横方向地震により転倒支点となるボルト列と最大引張力が作用

する追設基礎ボルト列の間の距離 
mm 

ｃｂ 横方向地震により転倒支点となるボルト列と最大引張力が作用

する第1脚の基礎ボルト列の間の距離 
mm 

ｃｉ 横方向転倒におけるボルト端列と第1脚の基礎ボルト及び追設基

礎ボルトの列の間の距離（ｉ＝1，2，3･･･Ｎｃ） 

mm 

ｉ 第1脚より各荷重までの距離（ここで第2脚側の距離は正，その

反対側は負とする。）（ｉ＝1，2，3･･･ｊ１） 

mm 

ａ 長手方向地震により転倒支点となるボルト列と最大引張力が作

用する追設基礎ボルト列の間の距離 

mm 

ｂ 長手方向地震により転倒支点となるボルト列と最大引張力が作

用する第1脚の基礎ボルト列の間の距離 

mm 

ｉ 長手方向転倒におけるボルト端列と第1脚の基礎ボルト及び追設

基礎ボルトの列の間の距離（ｉ＝1，2，3･･･Ｎ） 

mm 

Ｍ 第1脚底板に作用するモーメント N･mm 

Ｍ１ 第1脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

Ｍ２ 第2脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

Ｍｃ 横方向地震により第1脚底面に作用するモーメント N･mm 

Ｍｃｃ 横方向地震により第2脚底面に作用するモーメント N･mm 

Ｍ 長手方向地震により第1脚底面に作用するモーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｉ 容器各部の質量（ｉ＝1，2，3･･･ｊ１） kg 

ｍｓ１ 第1脚の質量 kg 

ｍｓ２ 第2脚の質量 kg 
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記号 記号の説明 単位 

Ｎｃ 横方向転倒における第1脚の基礎ボルト及び追設基礎ボルトの列

の数 

― 

Ｎ 長手方向転倒における第1脚の基礎ボルト及び追設基礎ボルトの

列の数 

― 

ｎａ 脚1個当たりの追設基礎ボルトの本数 ― 

ｎｂ 脚1個当たりの第1脚の基礎ボルトの本数 ― 

ｎｃ 脚1個当たりの第2脚の基礎ボルトの本数 ― 

ｎ１ 長手方向及び鉛直方向地震時に引張を受ける第2脚の基礎ボルト

の本数 

― 

ｎ２ 横方向及び鉛直方向地震時に引張を受ける第2脚の基礎ボルトの

本数 

― 

ｎｃｉ 横方向転倒における第1脚の基礎ボルト及び追設基礎ボルトの列

でのボルト本数（ｉ＝1，2，3･･･Ｎｃ） 

― 

ｎｉ 長手方向転倒における第1脚の基礎ボルト及び追設基礎ボルトの

列でのボルト本数（ｉ＝1，2，3･･･Ｎ） 

― 

Ｐｓｃ 鉛直方向と横方向地震が作用した場合に第2脚底面に作用する鉛

直荷重 

N 

Ｒ１ 第1脚の受ける荷重 N 

Ｒ２ 第2脚の受ける荷重 N 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ｓ 第2脚の基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 ― 

Ｔ１ 長手方向固有周期 ｓ 

Ｔ２ 横方向固有周期 ｓ 

Ｔ３ 鉛直方向固有周期 ｓ 

Ｚｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面係数 mm3 

Ｚｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面係数 mm3 

π 円周率 ― 

σａ 追設基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σａ１ 長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルトに生じる引張

応力 

MPa 

σａ２ 横方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルトに生じる引張応

力 

MPa 

σｂ 第1脚の基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｂ１ 長手方向及び鉛直方向地震により第1脚の基礎ボルトに生じる引

張応力 

MPa 

σｂ２ 横方向及び鉛直方向地震により第1脚の基礎ボルトに生じる引張

応力 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

σｃ 第2脚の基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｃ２ 横方向及び鉛直方向地震により第2脚の基礎ボルトに生じる引張

応力 

MPa 

σｓ 第1脚の組合せ応力の最大値 MPa 

σｓ１ 運転時質量により第1脚に生じる圧縮応力 MPa 

σｓ２ 長手方向地震により第1脚に生じる曲げ及び圧縮応力の和 MPa 

σｓ３ 横方向地震により第1脚に生じる曲げ応力 MPa 

σｓ４ 鉛直方向地震により第1脚に生じる圧縮応力 MPa 

σｓｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の第1脚の組合せ応力 MPa 

σｓ 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の第1脚の組合せ応力 MPa 

τａ 追設基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τａ１ 長手方向地震により追設基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τａ２ 横方向地震により追設基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｂ 第1脚の基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τｂ１ 長手方向地震により第1脚の基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｂ２ 横方向地震により第1脚の基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｃ 第2脚の基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τｃ２ 横方向地震により第2脚の基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｓ２ 長手方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 

τｓ３ 横方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

   精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

   表示する数値の丸め方は表 2－3に示すとおりである。 

 

表 2－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

角度 rad 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

 ＊2：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

 ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3. 評価部位 

  タービン補機冷却系熱交換器の耐震評価は耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件

に基づき，タービン補機冷却系熱交換器の転倒により，上位クラス施設が損傷することを防止

するために，支持機能に関連するもののうち，脚，第 1 脚の基礎ボルト，追設基礎ボルト及び

第 2 脚の基礎ボルトについて評価を実施する。タービン補機冷却系熱交換器の耐震評価部位に

ついては，表 2－1及び表 2－2の概略構造図に示す。 

 

4. 固有周期  

4.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

モデル化に当たっては次の条件で行う。 

a. 容器及び内容物の質量は胴の中心軸に集中するものとする。 

b. 容器の胴は2個の脚で支持され，脚はそれぞれ基礎ボルトで基礎に固定されており，固

定端とする。 

c. 胴は剛体とし，脚をはりと考え，変形モードは脚の曲げ及びせん断変形を考慮する。 

d. 脚が長手方向に変形する場合，脚を基礎に取り付ける基礎ボルトは，固定支持とする。 

e. 第2脚は長手方向にスライドすることから，その方向の力はすべて第1脚で受けるもの

とする。 

f. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

本容器の荷重状態及び胴に生じるモーメントを図4－1～図4－4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－1 荷重状態 図4－2 脚の位置での曲げ 

モーメント 
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図4－3 長手方向荷重による胴の第1脚付        図4－4 横方向荷重による 

け根部のモーメント及び鉛直荷重           胴の第1脚付け根 

部のモーメント 

 

本容器は，前記の条件より図4－5，図4－6及び図4－7のような1質点系振動モデルとし

て考える。 

 

 

図4－5 長手方向の固有周期  図4－6 横方向の固有周期   図4－7 鉛直方向の固有周期 

    計算モデル          計算モデル          計算モデル 

 

(2) 脚の受ける荷重 

脚の受ける荷重はモーメントの釣合いより求める。図4－1において第1脚回りのモーメン

トの釣合いは次式で求める。 


1

０２

j

1=i
ｉｉ ＝0・－Ｒ・・ｍ g   ······································ （4.1.1） 

したがって，脚の受ける荷重は次式で求める。 


1

０２

j

1=i

ｉｉ ／・・ｍ＝Ｒ g   ·········································· （4.1.2）
 


1

２１

j

1=i

ｉ －Ｒ・ｍ＝Ｒ g

 
 ············································· （4.1.3） 
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(3) 長手方向の固有周期 

図4－5におけるばね定数は次式で求める。 

１

１
3 

１

ｓｓｓｙｓ ・ＡＧ

ｈ
＋

・Ｉ12・Ｅ

ｈ

1000
＝Ｋ

 
 ································ （4.1.4）

 

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π

 
 ················································ （4.1.5）

 

 

(4) 横方向の固有周期 

図4－6におけるばね定数は次式で求める。 

２

１１２１１２１２
 2 

１

ｓｓｓｘｓｓｘｓ

ｃ

・ＡＧ

ｈ
＋

・ＩＥ

／2)－ｈ・(ｈ)・ｈ－ｈ(ｈ
＋

・Ｉ6・Ｅ

)－ｈ・(3・ｈｈ

1000
＝Ｋ

 

  ····························· （4.1.6）
 

固有周期は次式で求める。 

ｃ

ｓ

Ｋ

＋ｍ
Ｒ

　・＝2・Ｔ

１
１

２ π
g

 
 ········································· （4.1.7） 

 

(5) 鉛直方向の固有周期 

図4－7におけるばね定数は次式で求める。 

ｓｓ

ｖ

・ＥＡ

ｈ

1000
＝Ｋ

１
  ·················································· （4.1.8）

 

固有周期は次式で求める。 

ｖ

ｓ

Ｋ

＋ｍ
Ｒ

＝2・π・Ｔ

１
１

３
g

   ········································· （4.1.9） 

 

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【タービン補機冷却系熱交換器の耐震性

についての計算結果】の機器要目に示す。 
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4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表4－1に示す。計算の結果，固有周期は0.05秒以下であり，剛構造

であることを確認した。 

 

表4－1 固有周期 （単位：s） 

水平（長手方向） 0.042 

水平（横方向） 0.020 

鉛直 0.05以下 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項a.～f.のほか，次の条件で計算する。概要図を図5－1に示す。 

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。ここで，水平方

向地震力は胴の長手方向に作用する場合と胴の横方向に作用する場合を考慮する。また，

水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。 

(2) 第1脚と第2脚は同形状であり，受ける荷重の大きい第1脚についての評価を計算書に記載

する。 

 

   

 

当 板 胴 板 

第 1脚 

第 2脚 基礎ボルト 

基 礎 
 

図5－1 概要図 

 

 5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

  5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

タービン補機冷却系熱交換器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2に

示す。 

   

5.2.2 許容応力 

  タービン補機冷却系熱交換器の許容応力は，Ⅳ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれの

ある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づき表 5－3に示す。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

タービン補機冷却系熱交換器の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設

及び重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－4に示す。 

 

 

 

 

長手方向 横方向 

  



 

 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-11 R0 

16 

表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 タービン補機冷却系熱交換器 Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 タービン補機冷却系熱交換器 ― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 5－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ft 1.5・ft 1.5・fs 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

  

＊
 

＊
 

＊
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表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

脚 
SM41A＊1 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

第 1脚の 

基礎ボルト 

SS41＊2 

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 ― 211 394 ― 

追設基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

第 2脚の 

基礎ボルト 

SS41＊2 

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 ― 211 394 ― 

注記＊1：SM400A相当 

＊2：SS400相当 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－5に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に

基づき設定する。 

 

表 5－5 設計用地震力（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

タービン建物
EL 2.0＊1 0.042 0.05以下 ― ― ＣＨ＝1.30＊2 ＣＶ＝0.75＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る震度 
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5.4 計算方法  

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 脚の計算方法 

(1) 運転時荷重による応力 

ｓ

ｓ
ｓ

Ａ

・＋ｍＲ
＝

１１
１σ

g   ·································· （5.4.1.1.1） 

(2) 鉛直方向地震による応力 

ｖ
ｓ

ｓ
ｓ ・Ｃ

Ａ

・＋ｍＲ
＝

１１
４σ

g   ····························· （5.4.1.1.2） 

(3) 長手方向地震による応力 

曲げ及び圧縮応力は次式で求める。 

２ｓ

ｓｙ ｓ

＝ ＋
Ｍ Ｐ

σ
Ｚ Ａ

  ······································ （5.4.1.1.3） 

ここで， 

 g０ １Ｈ
1

Ｃ ｍＭ＝ ・ ・ ・ ・ｈ
2

  ··························· （5.4.1.1.4） 

また，第2脚は長手方向に自由にスライドできるので第1脚は図4－3のように変形

し，脚付け根部に生じる曲げモーメントは次式で求める。 

０

１ ２

１０

・ｈ 
2

1
 －ｈ

 ・)・－ｍ・(ｍ＝ＣＰ ｓＨ


 g   ··············· （5.4.1.1.5） 

せん断応力は次式で求める。 

３

０
２

ｓ
ｓ

Ａ

・・ｍＣ
＝

Ｈ
τ

g   ···································· （5.4.1.2.6） 

(4) 横方向地震による応力 

曲げ応力は次式で求める。 

ｓｘ

ｓ
ｓ

Ｚ

)・ｈ・ｍ＋Ｒ・(Ｃ
＝

２１１
３

Ｈ
σ

g   ······················ （5.4.1.2.7） 

せん断応力は次式で求める。 

４

１１
３

ｓ

ｓ
ｓ

Ａ

)・ｍ＋Ｒ・(Ｃ
＝

Ｈ
τ

g   ···························· （5.4.1.2.8） 

(5) 組合せ応力 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

2 
２

 2 2
４

2
２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝   ··········· （5.4.1.2.9） 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

2 
３

 2 2
４

2
３１ ｓｓｓｓｃｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝   ········· （5.4.1.2.10） 

したがって，脚に生じる最大応力は，  

σｓ＝Max｛長手方向地震時応力(σｓ)，横方向地震時応力(σｓｃ)｝ 

 ····························· （5.4.1.2.11） 

とする。 
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5.4.1.2 第1脚の基礎ボルトの計算方法 

(1) 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

a. 引張応力

図5－2 計算モデル（長手方向転倒の場合） 

図5－2でボルト端列を支点とし，長手方向転倒における第1脚の基礎ボルト及び

追設基礎ボルトの列に発生する引張力Ｆｉ，第1脚の基礎ボルト及び追設基礎ボル

トの列での本数ｎｉとボルト端列と第1脚の基礎ボルト及び追設基礎ボルトの列の

間の距離ｉにより，脚底面に作用するモーメントＭは次式で求める。 

1


Ｎ

i i i
i

Ｍ＝ Ｆ ｎ・ ・  ···································· （5.4.1.2.1）

各ボルトに作用する力は支点からの距離に比例するものとし，第1脚の基礎ボル

トに発生する1本当たりの引張力Ｆｂと長手方向地震により転倒支点となるボルト

列と最大引張力が作用する第1脚の基礎ボルト列の間の距離ｂにより，モーメント

の釣合い式は次式となる。 

1


Ｎ

２ｂ
i i

iｂ

Ｆ
Ｍ＝ ｎ・  ···································· （5.4.1.2.2）

脚底面に作用するモーメントＭは，長手方向地震が作用した場合に脚底面に作

用するモーメントＭに等しいため，  

Ｍ＝Ｍ ··············································· （5.4.1.2.3） 
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となる。したがって，第1脚の基礎ボルトに発生する1本当たりの引張力Ｆｂは次式

となる。 

1



ｂ
ｂ Ｎ

２
i i

i

Ｍ
Ｆ ＝

ｎ

・

・

 ······································ （5.4.1.2.4） 

  

第1脚の基礎ボルトに生じる引張応力σｂ１は第1脚の基礎ボルトに発生する1本

当たりの引張力Ｆｂから次のようになる。 

ｂ
ｂ１

ｂ

Ｆ
＝

Ａ
σ   ·········································· （5.4.1.2.5） 

ここで，第1脚の基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａ
ｂ
＝ 

π

4  ・ｄ
ｂ

２

  ····································· （5.4.1.2.6） 

b. せん断応力 

g０

１ｂ

ｂ ｂ ａ ａ

ＨＣ ｍ・ ・
τ ＝

ｎ ・Ａ +ｎ ・Ａ
 ···························· （5.4.1.2.7） 

ここで，第1脚の追設基礎ボルトの軸断面積Ａａは次式により求める。 

Ａ
ａ
＝ 

π

4  ・ｄ
ａ

２

  ····································· （5.4.1.2.8） 
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(2) 鉛直方向と横方向地震が作用した場合

a. 引張応力

図5－3 計算モデル（横方向転倒の場合） 

(1)と同様にして引張応力σｂ２は求められるが，ＭをＭｃ，ＦｂをＦｃｂ，

ｂをｃｂ，ＮをＮｃ，ｎｉをｎｃｉ，ｉをｃｉとする。横方向転倒における

ボルト端列と第1脚の基礎ボルト及び追設基礎ボルトの列の間の距離ｃｉは図5－ 

3に示すボルト端列を支点とした距離である。 

ただし，鉛直方向と横方向地震が作用した場合に脚底面に作用するモーメント

は次式により求める。 

  g１ ｓ１ ２ｃ ＨＣ Ｒ ｍ ｈＭ ＝ ・ ・ ・ ························· （5.4.1.2.9） 

b. せん断応力

 gｓ１

２

１
ｂ

ｂ ｂ ａ ａ

ＨＣ ｍ・Ｒ ＋ ・
τ ＝

ｎ ・Ａ +ｎ ・Ａ
 ··························· （5.4.1.2.10）
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(3) 第1脚の基礎ボルトに生じる最大応力 

(1)及び(2)より求められた第1脚の基礎ボルトの応力のうち最大のものをσｂ及び

τｂとする。 

a. 第1脚の基礎ボルトの最大引張応力 

σｂ＝Max｛長手方向地震時応力(σｂ１)，横方向地震時応力(σｂ２)｝ 

 ···························· （5.4.1.2.11） 

b. 第1脚の基礎ボルトの最大せん断応力 

τｂ＝Max｛長手方向地震時応力(τｂ１)，横方向地震時応力(τｂ２)｝ 

 ···························· （5.4.1.2.12） 

 

5.4.1.3 追設基礎ボルトの計算方法 

(1) 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

a. 引張応力 

5.4.1.2(1)a.と同様にして引張応力は求められるが，ＦｂをＦａ，ｂをa， 

ＡｂをＡａ，ｄｂをｄａとして追設基礎ボルトに生じる引張応力σａ１を求める。 

b. せん断応力 

5.4.1.2(1)b.と同様にしてせん断応力τａ１を求める。 

 

(2) 鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

a. 引張応力 

5.4.1.2(2)a.と同様にして引張応力σａ２は求められるが，ＭをＭｃ，Ｆａを 

Ｆｃａ，ａをｃａ，ＮをＮｃ，ｎｉをｎｃｉ，ｉをｃｉとして追設基礎ボルトに

生じる引張応力σａ２を求める。 

b. せん断応力 

5.4.1.2(2)b.と同様にしてせん断応力τａ２を求める。 

 

(3) 追設基礎ボルトに生じる最大応力 

(1)及び(2)より求められた追設基礎ボルトの応力のうち最大のものをσａ及び 

τａとする。 

a. 追設基礎ボルトの最大引張応力 

σａ＝Max｛長手方向地震時応力(σａ１)，横方向地震時応力(σａ２)｝ 

 ····························· （5.4.1.3.1） 

b. 追設基礎ボルトの最大せん断応力 

τａ＝Max｛長手方向地震時応力(τａ１)，横方向地震時応力(τａ２)｝ 

 ····························· （5.4.1.3.2） 
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  5.4.1.4 第 2脚の基礎ボルトの計算方法 

(1) 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

第2脚は摺動脚のため，第2脚の基礎ボルトに引張応力及びせん断応力は生じない。 

 

(2) 鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

a. 引張応力 

横方向地震が作用した場合に脚底面に作用するモーメントは次式で求める。 

g２ ２ ２ｃｃ ｓＨ＝Ｃ ＋ｍＭ ・(Ｒ ・ )・ｈ   ··················· （5.4.1.4.1） 

鉛直荷重は 

g２ｓｃ ｖ ｓ２＝ －Ｃ ＋ｍＰ (1 )・(Ｒ ・ )  ··················· （5.4.1.4.2） 

である。ここで，モーメントと鉛直荷重の比を 

ｃｃ ｓｃ＝Ｍｅ ／Ｐ   ······································ （5.4.1.4.3） 

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

a 

Ｍｃｃ 

ｅ ｄ２ 

Ｐｓｃ 

 

Ｐｓｃ 

 

Ｘｎ 

b 

図 5－5 基礎部に作用する外荷重より

生じる荷重の関係（その 2） 

 

図 5－4 基礎部に作用する外荷重より

生じる荷重の関係（その 1） 

 

Ｍｃｃ 
 

Ａ 

Ｆｃ 

 

a 

Ｘｎ 

ｅ ｄ２ 

Ｐｓｃ 

 

Ｐｓｃ 

 

b 
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図5－4のように脚底面においてボルト位置に圧縮荷重がかかる状況では第2脚の

基礎ボルトに引張力は作用しないため，引張力の評価は行わない。 

一方，図5－5のように，ボルト位置に圧縮荷重がかからない状況に相当する 

２

＋
ｂ ｄ

ｅ＞
6 3

  ········································· （5.4.1.4.4） 

の場合及びｅが負の場合に，第2脚の基礎ボルトに引張力が生じる。 

このとき図5－5において，鉛直荷重の釣合い，Ａ点回りのモーメントの釣合

い，第2脚の基礎ボルトの伸びと第2脚の基礎の縮みの関係から中立軸の位置Ｘｎ

は 

２3 2 
２

ｃ
ｎ ｎ＋3 ＋

ｂ 6・ｓ・Ａ ・ｎ ｂ
Ｘ ・(ｅ－ )・Ｘ － ・(ｅ －ｄ )

2 ａ 2
 

２ ｎ・(ｂ－ｄ －Ｘ )＝0   ············ （5.4.1.4.5） 

より求めることができ，第2脚の基礎ボルトに生じる引張力は 

２

ｎ
ｓｃ

ｃｃ
ｎ

－ ＋

＝

－ｄ －

ｂ Ｘ
Ｐ ・(ｅ )

2 3Ｆ
Ｘ

ｂ
3

  ························· （5.4.1.4.6） 

となる。 

したがって，第2脚の基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。 

２

２

ｃｃ
ｃ

ｃ

＝
Ｆ

σ
ｎ ・Ａ

  ····································· （5.4.1.4.7） 

ここで，第2脚の基礎ボルトの軸断面積Ａcは次式により求める。 


 ２

ｃ ｃＡ ＝ ｄ
4

  ········································ （5.4.1.4.8） 

 

b. せん断応力 

g２ ２

２

ｓ
ｃ

ｃ ｃ

ＨＣ ｍ・(Ｒ ＋ ・ )
τ ＝

ｎ ・Ａ
  ························· （5.4.1.4.9） 

 

(3) 第2脚の基礎ボルトに生じる最大応力 

(1)及び(2)より第2脚の基礎ボルトに生じる最大応力は次のようになる。 

a. 第2脚の基礎ボルトの最大引張応力 

σｃ＝横方向地震時応力(σｃ２)  ························ （5.4.1.4.10） 

b. 第2脚の基礎ボルトの最大せん断応力 

τｃ＝横方向地震時応力(τｃ２)  ························ （5.4.1.4.11） 
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5.5 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【タービン補機冷却系熱交換器の耐震性につい

ての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.6 応力の評価 

5.6.1 脚の応力評価 

5.4.1.1項で求めた脚の組合せ応力が許容引張応力ƒｔｍ以下であること。ただし，ƒｔｍ

は下表による。 
 

 

 

5.6.2 第 1脚の基礎ボルトの応力評価 

5.4.1.2項で求めた第1脚の基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応

力ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ························ （5.6.2.1） 

 

せん断応力τｂはせん断力のみ受ける第1脚の基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下で

あること。ただし，ƒｓｂは下表による。 
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5.6.3 追設基礎ボルトの応力評価 

5.4.1.3項で求めた追設基礎ボルトの引張応力σａは次式より求めた許容組合せ応力 

ƒｔｓａ以下であること。ただし，ƒｔｏａは下表による。 

 

ƒｔｓａ＝ Min[1.4・ƒｔｏａ－1.6・τａ，ƒｔｏａ]  ·················· （5.6.3.1） 

 

せん断応力τａはせん断力のみ受ける追設基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂａ以下で

あること。ただし，ƒｓｂａは下表による。 

 

 

 

5.6.4 第 2脚の基礎ボルトの応力評価 

5.4.1.4項で求めた第2脚の基礎ボルトの引張応力σｃは次式より求めた許容組合せ応

力ƒｔｓｃ以下であること。ただし，ƒｔｏｃは下表による。 

 

ƒｔｓｃ＝Min[1.4・ƒｔｏｃ－1.6・τｃ，ƒｔｏｃ]  ··················· （5.6.4.1） 

 

せん断応力τｃはせん断力のみ受ける第2脚の基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂｃ以下

であること。ただし，ƒｓｂｃは下表による。 
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

タービン補機冷却系熱交換器の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有することを確認

した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

タービン補機冷却系熱交換器の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有することを確

認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【タービン補機冷却系熱交換器の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

タービン補機冷却系

熱交換器 
Ｃ 

タービン建物

EL 2.0＊1
0.042 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.30＊2 ＣＶ＝0.75＊2 50

1.2 機器要目 

ｍ１ 

(kg) 

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 
ｍｓ１ 

(kg) 

ｍｓ２ 

(kg) 

ｍ０ 

(kg) 

１
(mm) 

２
(mm) 

３
(mm) 

４
(mm) 

５
(mm) 

６
(mm) 

７
(mm) 

-1710 -740 0 1150 2300 2920 3650 

０

(mm) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

Ｉｓｘ 

(mm
4
)

Ｉｓｙ 

(mm
4
)

Ｚｓｘ 

(mm
3
)

Ｚｓｙ 

(mm
3
)

Ａｓ 

(mm
2
)

Ａｓ１ 

(mm
2
)

Ａｓ２ 

(mm
2
)

Ａｓ３ 

(mm
2
)

Ａｓ４

(mm
2
)

2300 999 1350 3.237×1010 6.584×108 3.481×107 2.863×106 1.080×105 3.730×104 6.018×104 2.508×104 4.818×104 

１

(mm) 

２

(mm) 

３

(mm) 

ｃ１

(mm) 

ｃ２

(mm) 
ｃ３

(mm) 

ｃ４

(mm) 

ｃ５

(mm) 

ｎ１ ｎ２ ｎ３ ｎｃ１ ｎｃ２ ｎｃ３ ｎｃ４ ｎｃ５ 

ｂ
(mm) 

ａ
(mm) 

ｃａ

(mm) 

ｃｂ

(mm) 
ｎｂ ｎａ ｎｃ ｎ１ ｎ２ 

dｂ
(mm) 

dａ 

(mm) 

dｃ 

(mm) 

4 4 2 2 

42 

（M42） 

42 

（M42） 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅰを上回る設計震度 
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Ａｂ 

(mm
2
)

Ａａ 

(mm
2
)

Ａｃ 

(mm
2
)

d１ 

(mm) 

d２ 

(mm) 

a 

(mm) 

b 

(mm) 
ｓ 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇｓ 

(MPa) 

1385 1385 75 100 500 1900 15 201000＊ 77300＊ 

Ｓｙ（脚） 

(MPa) 

Ｓｕ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｓｙ（第1脚の基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（第1脚の基礎ボルト）

(MPa) 

Ｆ（第 1 脚の基礎ボルト） 

(MPa) 

231＊ 

（16mm＜厚さ≦40mm） 

394＊

（16mm＜厚さ≦40mm） 
276＊ 

211＊ 

（40mm＜厚さ≦100mm） 

394＊

（40mm＜厚さ≦100mm） 
253＊ 

Ｓｙ（追設基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（追設基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（追設基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｙ（第2脚の基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（第2脚の基礎ボルト）

(MPa) 

Ｆ（第 2 脚の基礎ボルト） 

(MPa) 

231＊ 

（16mm＜厚さ≦40mm） 

394＊

（16mm＜厚さ≦40mm） 
276＊ 

211＊ 

（40mm＜厚さ≦100mm） 

394＊

（40mm＜厚さ≦100mm） 
253＊ 

注記＊：周囲環境温度で算出 

＊ ＊

＊ ＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 脚に生じる応力   (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

運転時質量による応力 圧縮 ― ― σｓ１ ＝ 3 σｓ１ ＝ 3 

鉛直方向地震による応力 圧縮 ― ― σｓ４ ＝ 2 σｓ４ ＝ 2 

水平方向地震による応力 
曲げ ― ― σｓ２ ＝ 103 σｓ３ ＝ 15

せん断 ― ― τｓ２ ＝ 23 τｓ３ ＝ 8 

組合せ応力 ― ― σｓℓ ＝ 113 σｓｃ ＝ 22 

1.3.2 第 1 脚の基礎ボルトに生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び 

水平方向地震による応力 

引張 ― ― σｂ１ ＝ 25 σｂ２ ＝ 43 

せん断 ― ― τｂ１ ＝ 63 τｂ２ ＝ 40 

1.3.3 追設基礎ボルトに生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び 

水平方向地震による応力 

引張 ― ― σａ１ ＝ 113 σａ２ ＝ 118 

せん断 ― ― τａ１ ＝ 63 τａ２ ＝ 40 

1.3.4 第 2 脚の基礎ボルトに生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び 

水平方向地震による応力 

引張 ― ― ― σｃ２ ＝ 56 

せん断 ― ― ― τｃ２ ＝ 38 
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1.4 結論 

   1.4.1 固有周期       (単位：s) 

方向 固有周期 

長手方向 Ｔ１＝ 0.042 

横方向 Ｔ２＝ 0.020 

鉛直方向 Ｔ３＝ 0.007 

 

   1.4.2 応力                                                                   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

脚 SM41A 組合せ ― ― σｓ  ＝ 113 ƒｔｍ  ＝ 276 

第 1 脚の 

基礎ボルト 
SS41 

引張 ― ― σｂ  ＝ 43 ƒｔｓ  ＝ 163＊1 

せん断 ― ― τｂ  ＝ 63 ƒｓｂ   ＝ 146 

追設 

基礎ボルト 
SS400 

引張 ― ― σａ  ＝ 118 ƒｔｓａ ＝ 151＊2 

せん断 ― ― τａ   ＝ 63 ƒｓｂａ ＝ 127 

第 2 脚の 

基礎ボルト 
SS41 

引張 ― ― σｃ  ＝ 56 ƒｔｓｃ ＝ 189＊3 

せん断 ― ― τｃ  ＝ 38 ƒｓｂｃ ＝ 146 

すべて許容応力以下である。                       

  

 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊1：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ －1.6・τｂ ，ƒｔｏ ] 

  ＊2：ƒｔｓａ＝Min[1.4・ƒｔｏａ－1.6・τａ， ƒｔｏａ] 

  ＊3：ƒｔｓｃ＝Min[1.4・ƒｔｏｃ－1.6・τｃ， ƒｔｏｃ] 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

タービン補機冷却系

熱交換器 
Ｃ 

タービン建物

EL 2.0＊1
0.042 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.30＊2 ＣＶ＝0.75＊2 50

2.2 機器要目 

ｍ１ 

(kg) 

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 
ｍｓ１ 

(kg) 

ｍｓ２ 

(kg) 

ｍ０ 

(kg) 

１
(mm) 

２
(mm) 

３
(mm) 

４
(mm) 

５
(mm) 

６
(mm) 

７
(mm) 

-1710 -740 0 1150 2300 2920 3650 

０

(mm) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

Ｉｓｘ 

(mm
4
)

Ｉｓｙ 

(mm
4
)

Ｚｓｘ 

(mm
3
)

Ｚｓｙ 

(mm
3
)

Ａｓ 

(mm
2
)

Ａｓ１ 

(mm
2
)

Ａｓ２ 

(mm
2
)

Ａｓ３ 

(mm
2
)

Ａｓ４

(mm
2
)

2300 999 1350 3.237×1010 6.584×108 3.481×107 2.863×106 1.080×105 3.730×104 6.018×104 2.508×104 4.818×104 

１

(mm) 

２

(mm) 

３

(mm) 

ｃ１

(mm) 

ｃ２

(mm) 
ｃ３

(mm) 

ｃ４

(mm) 

ｃ５

(mm) 

ｎ１ ｎ２ ｎ３ ｎｃ１ ｎｃ２ ｎｃ３ ｎｃ４ ｎｃ５ 

ｂ
(mm) 

ａ
(mm) 

ｃａ

(mm) 

ｃｂ

(mm) 
ｎｂ ｎａ ｎｃ ｎ１ ｎ２ 

dｂ
(mm) 

dａ 

(mm) 

dｃ 

(mm) 

4 4 2 2 

42 

（M42） 

42 

（M42） 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅰを上回る設計震度 
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Ａｂ 

(mm
2
)

Ａａ 

(mm
2
)

Ａｃ 

(mm
2
)

d１ 

(mm) 

d２ 

(mm) 

a 

(mm) 

b 

(mm) 
ｓ 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇｓ 

(MPa) 

1385 1385 75 100 500 1900 15 201000＊ 77300＊ 

Ｓｙ（脚） 

(MPa) 

Ｓｕ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｓｙ（第1脚の基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（第1脚の基礎ボルト）

(MPa) 

Ｆ（第 1 脚の基礎ボルト） 

(MPa) 

231＊ 

（16mm＜厚さ≦40mm） 

394＊

（16mm＜厚さ≦40mm） 
276＊ 

211＊ 

（40mm＜厚さ≦100mm） 

394＊

（40mm＜厚さ≦100mm） 
253＊ 

Ｓｙ（追設基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（追設基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（追設基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｙ（第2脚の基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（第2脚の基礎ボルト）

(MPa) 

Ｆ（第 2 脚の基礎ボルト） 

(MPa) 

231＊ 

（16mm＜厚さ≦40mm） 

394＊

（16mm＜厚さ≦40mm） 
276＊ 

211＊ 

（40mm＜厚さ≦100mm） 

394＊

（40mm＜厚さ≦100mm） 
253＊ 

注記＊：周囲環境温度で算出 

＊ ＊

＊ ＊
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2.3 計算数値 

2.3.1 脚に生じる応力                                              (単位：MPa) 

 
地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

運転時質量による応力 圧縮 ― ― σｓ１  ＝ 3 σｓ１  ＝ 3 

鉛直方向地震による応力 圧縮 ― ― σｓ４  ＝ 2 σｓ４  ＝ 2 

水平方向地震による応力 
曲げ ― ― σｓ２  ＝ 103 σｓ３  ＝ 15 

せん断 ― ― τｓ２  ＝ 23 τｓ３  ＝ 8 

組合せ応力 ― ― σｓℓ  ＝ 113 σｓｃ  ＝ 22 

 

2.3.2 第 1 脚の基礎ボルトに生じる応力                                      (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び 

水平方向地震による応力 

引張 ― ― σｂ１  ＝ 25 σｂ２  ＝ 43 

せん断 ― ― τｂ１  ＝ 63 τｂ２  ＝ 40 

 

2.3.3 追設基礎ボルトに生じる応力                                        (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び 

水平方向地震による応力 

引張 ― ― σａ１  ＝ 113 σａ２  ＝ 118 

せん断 ― ― τａ１  ＝ 63 τａ２  ＝ 40 

 

2.3.4 第 2 脚の基礎ボルトに生じる応力                                      (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び 

水平方向地震による応力 

引張 ― ― ― σｃ２  ＝ 56 

せん断 ― ― ― τｃ２  ＝ 38 

 



 

 

37
 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-11 R0E 

2.4 結論 

   2.4.1 固有周期           (単位：s) 

方向 固有周期 

長手方向 Ｔ１＝ 0.042 

横方向 Ｔ２＝ 0.020 

鉛直方向 Ｔ３＝ 0.007 

 

   2.4.2 応力                                                                   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

脚 SM41A 組合せ ― ― σｓ  ＝ 113 ƒｔｍ  ＝ 276 

第 1 脚の 

基礎ボルト 
SS41 

引張 ― ― σｂ  ＝ 43 ƒｔｓ  ＝ 163＊1 

せん断 ― ― τｂ  ＝ 63 ƒｓｂ   ＝ 146 

追設 

基礎ボルト 
SS400 

引張 ― ― σａ  ＝ 118 ƒｔｓａ ＝ 151＊2 

せん断 ― ― τａ   ＝ 63 ƒｓｂａ ＝ 127 

第 2 脚の 

基礎ボルト 
SS41 

引張 ― ― σｃ  ＝ 56 ƒｔｓｃ ＝ 189＊3 

せん断 ― ― τｃ  ＝ 38 ƒｓｂｃ ＝ 146 

すべて許容応力以下である。                       

  

 

 

 

 

 

注記＊1：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ －1.6・τｂ ，ƒｔｏ ] 

  ＊2：ƒｔｓａ＝Min[1.4・ƒｔｏａ－1.6・τａ， ƒｔｏａ] 

  ＊3：ƒｔｓｃ＝Min[1.4・ƒｔｏｃ－1.6・τｃ， ƒｔｏｃ] 




